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空間的、時間的拡張展開による次世代スノーリゾート戦略

令和8年6月4日

スノーリゾートの広域連携、通年事業化など、その空間的、時間的な拡張展開について、「ガバ

ナンス」、「データ経営」、「持続可能性」をキーワードに、その次世代の戦略について熱心な

議論が交わされました。
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1. 転換期を迎えたインバウンド戦略

本日はお忙しい中、スノーリゾートの未来を占う重要な座談会にお集まりいただき､

誠にありがとうございます。最初に、国が捉えている現在のインバウンドの概況等

について、長﨑部長からお話しいただきたいと思います。

長﨑 まず、我々が取り組んできた過去10数年のインバウンド政策を振り返りますと、
「とにかく訪日外国人を日本に呼び込むんだ」という数（ボリューム）の拡大に

邁進してきました。実際に数字だけを見れば、2000年代初頭は1,000万人にも
満たなかった訪日外国人旅行者数が昨年度は4,000万人を超える規模となるなど、
官民挙げてのこれまでの取組は一定の成果が出ていると言えます。 

しかし、これからは「何千万人達成」という統計上の数字に一喜一憂するのでは

なく、「観光がどれだけ経済行為として地域の活性化に貢献しているか」という

視点に立たなければならないと考えています。その意味で、今後重視すべきは

「消費額」です。確かに訪日外国人旅行者数の伸びに合わせ、全体的な消費額が

伸びていますが、今後は、単価、さらにはその内訳に目を向けるべきと考えています｡ 

具体的に申し上げますと、外国人旅行者が一人当たりで我が国に滞在中に消費する

額は、コロナ前の2019年の平均約16万円から2025年には約23万円と上がって
いますが、その太宗は宿泊費（37%）と買い物代（27%）で占められ、「体験
（レジャー・アクティビティ）」の割合は極めて低い（5%）のが実情です。
また、その詳細を分析すると、宿泊の多くは東京、大阪、京都に集中し、地方部の

宿泊は伸びてはおらず、また、買い物はかつての中国人旅行者を中心とするいわ

ゆる“爆買い”は影を潜めつつありますが、やはり百貨店でのブランド品などが

中心です。このような状態が続いてしまうと、どれだけインバウンドが増えたと

しても、都市部や有名観光地においてはオーバーツーリズムへの不満、そして

地方部においては、我が国における数少ない成長分野であるインバウンド観光

への無関心が拡がるばかりで、都市部、地方部ともに「自分たちには何の恩恵も

ない」ということになり、観光そのものの意義を問われる事態を招いてしまいます｡ 

このため、観光庁としては、外国人旅行者の「体験（レジャー・アクティビティ）｣

への消費をより多くし、地方部へ直接経済恩恵を還元する方向に舵を切っていきたい

と考えています。その意味で、消費額の単価が高く、かつ「長期滞在」傾向の強い

「スノーリゾート」は、最も価値ある分野の一つであると位置づけています｡ 

本日は、現場の様々なお話をぜひお聞きし、政策に反映させたいと思っております｡
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2. スキー場を起点とする「空間」と「時間」の拡張

まさにその「体験型消費」と「長期滞在」の受け皿として、日本のスノーリゾートが

大いに期待されているということですね。本日は、こうした期待にも応えるべく、

スノーリゾートの更なる進化に向け、空間的な広がり、時間的な広がりの2つの
視点に立ちつつ、お話を伺っていきたいと考えております。 

最初に、日本全国で多角的なリゾートマネジメントを展開され、この「広がり」を

実践されている辻CEO、いかがでしょうか。

辻 私たちは長野をはじめ全国で事業をやらせていただいていますが、まさに広域

展開の重要性が日々高まっているのを肌で感じています。現在、私たちは長野県､

沖縄県と令和5年に包括連携協定を結び、双方のエリアを跨いだ観光促進を推進
しています。一見、雪山と南国で対極にあるように見えますが、長期滞在化する

インバウンドを捉える上でも、この連携は非常に強力な意味を持ちます。 

長期滞在の旅行者は、1つのスキー場にこもるだけでなく、日本の多様な大自然や

文化を回遊します。ニセコや長野に来たインバウンド顧客が、次回は沖縄のビーチ

リゾートへ移動する。あるいはその逆の動線が生まれています。私たちが提案

すべきは、単なる「スキー場という施設」ではなく、「個人が幸せになれるライフ

スタイル」の選択肢なのです。 

また、地域の多様なアセットを、行政や業界の縦割りを排してつなぐ動きも始まって

います。 

例えば、鳥取県の「大山（だいせん）」での観光プロジェクト。ここで冬大山・

夏大山の魅力を最大化するためにワンチームを作っているのは、大阪府堺市で

「仁徳天皇陵」のガス気球ツアーを運営している民間メンバーです。歴史遺産と

山のオペレーターたちが手を組み、「1年間を通じて顧客を感動させる」ための
人の交流、ノウハウの共有を行っています。 

兵庫県の豊岡市でも同様です。あそこは元々5つの市町村が合併してできた地域で､
海があり、山（スキー場）があり、城崎温泉があり、城下町（出石）があり、

コウノトリを育む環境があります。私たちはこれらをバラバラに発信するのでは

なく、地域の歴史文化を継承した「1つの広大な観光リゾート」として作り上げる
お手伝いをしています。顧客のライフスタイルに寄り添うために、いかに既存の

境界線を越えてアセットをつなぎ込めるか。それがガバナンスの本質です。
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辻CEOから「境界線を越える」というお話がありましたが、行政や自治体の立場
から見ると、この境界線や縦割りの打破は最も難しい課題の1つです。民間企業での

経験もお持ちの佐藤町長、この辺りについて率直なご意見をお願いします。

佐藤 民間から行政の世界に入って痛感したのは、行政主導の観光には構造的な限界が

あるということです。なぜなら、行政はすべてを「行政界（市町村の境界）」で

切ってしまうからです。予算が自治体ごとに組まれるため、どうしても自分の町､

自分の村の中だけで完結させようとする。これは観光ビジネスの視点から言えば

全く不合理なやり方です。 

旅行者にとって、市町村の境界線なんて何の意味もありません。彼らは「300キロ
の移動｣なんて当たり前にやります。福島に来たインバウンドが、翌日には京都

や北海道に移動しているデータをみても、我々はもっと広いエリアで連携しなけれ

ばならないと思います｡

3. 民間主導の「稼ぐDMO」と行政の役割

こうした広域的連携等を進めるためのポイントは、どこにあるとお考えですか。

佐藤 私は「民間主導・行政サポート」の体制へ

完全にシフトすべきだと考えています。 

本来機能すべき既存のDMOが機能不全に
陥りがちなのは、現場の観光協会の延長線

から抜け出せず、単なる予算取りのための

悪い意味での行政的な団体になってしまっ

ているからです。
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長﨑佐藤町長のご指摘は、まさに国としても最も

危機感を持っているポイントです。我々は

これまで全国でDMOの構築を進めてきました
が、現状、多くの地域でDMOが「行政からの
補助金の受け皿」や「地元の観光協会の看板

を架け替えた組織」に留まってしまっている｡

ここにメスを入れる必要があります。

辻 お二人のご指摘は、行政主導のDMOの限界を突いています。なぜ多くのDMOが
機能しないかといえば、「国の方針だから」「補助金が出るから」という理由で､

先に組織という「ハコ」を作ってしまうからです。動機がビジネスではなく行政

手続きなんですね。本来、持続可能なDMOや広域プラットフォームというのは､
「現場で商売をしている民間のリアルなニーズや危機感」に応じて、後から

作られるべきものです。  

私が会長を務める「スノーリゾート信州プロモーション委員会は、長野県が最大の

出資者ですが、長野県DMOの長野県観光機構が事務局を担い、また長野県索道
事業者協会や長野県旅館ホテル組合会も積極的に運営に参画しており、民間主導､

行政サポートの体制を構築できています。スキー場やその周辺の観光事業者が

感じていた、国内スキー人口のピークアウトを背景とした「このままでは潰れる｣

という共通危機感に対応するため、前任の駒谷会長が、全県の索道（リフト)､

宿泊、レンタルという縦割りの利害関係を一本の「横串」で貫いて一元化した

ところから立ち上がった組織なので、スタート時点で民間主導だったことが大きい

と考えています。 

民間がビジネスを展開する上で「どうしてもこのインフラが必要だ」というニーズ

を上げ、それに応じてDMOという組織が機能的に形づくられていく。そして、
その民間が設計したプラットフォームを、行政が予算や規制緩和で強固にバック

アップしていく。この順番を間違えなければ、DMOは自然と「稼ぐ組織」になる
と考えます。

本来、DMOは、地元の観光資源をデータに基づいて商品化し、自律的に収益を
上げて地域へ再投資する「Marketing」機能と、地域の多様な関係者間の合意を
形成し、地域一体となって観光地域づくりに取り組む「Management」機能の
双方を担うことを期待されている組織です。単なる役所の予算執行係になって

いる組織では、本来の機能を果たしているとは言えません。ガバナンスの効いた

本物のDMOへと脱皮させることが、今まさに急務です。
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まさにその通りです。「民間のニーズから組織が作られる」、これこそが本質です｡

民間がしっかりとビジネスの軸（グランドデザイン）を引いてくれるからこそ、

我々行政も腹を括って動けるわけです。 

私たちが磐梯町で星野リゾートと二人三脚で進めている「会津磐梯スノーリゾート

形成計画推進協議会」の試み（会津若松市、磐梯町、北塩原村の3自治体連携）が
スムーズに動いている最大の理由も、行政主導ではなく、完全に民間のビジョンと

スピード感に乗っかっているからです。 

行政の役割は、民間の提案に対して、規制緩和や予算措置、関係各所との調整

という「得意分野」で100%バックアップすること。よくある自治体同士の「隣の
町がやるならうちはやらない」「なぜあそこばかり優遇するのか」といった足の

引っ張り合いを徹底的に排除し、民間が引いた線を行政が支える。このような

仕組みこそが、これからの観光ガバナンス、そして機能するDMOのあり方です｡

4. 客観的データに基づく戦略と実践

非常に明快なご指摘ですね。ところで、民間が走り、行政がその基盤を支える、この

関係性を有効に作り上げていくためには、感覚に頼らない「データ」をベースにした

マーケティングなどが重要と思われます。磐梯町では、非常にユニークなデジタル

戦略を推進されているとお聞きしました。

佐藤 磐梯町では、私が町長に就任した時から徹底してDXを推進してきました。全国の
自治体で初めて「CDO（最高デジタル責任者）」を置き、さらに昨年度には「CAIO 
（最高AI責任者）」を設置してAIの利活用を進めています。これもデジタルが

目的ではなく、町民の幸せと地域の観光価値向上という「ミッション」を達成する

ための手段です。 

今、観光の基盤として取り組んでいるのが、「マーケティングデータの完全自動

収集とオープンデータ化」です。 

町内にある唯一の大きな公的観光拠点である「道の駅ばんだい」には、周辺の県道

を1日約1万台の車が通過します。私たちはここにAIカメラを導入し、入ってくる
すべての車両のナンバープレートをリアルタイムで解析・データ化しています。
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もちろん個人情報は除外した上で、「どこの地域から、どの時間帯に、どれだけの

車が来ているか」を完全に可視化しています。さらに、館内のレジにもAIカメラを

設置し、購買層の年齢・性別を10歳刻みで分析しています。 

重要なのは、このデータを行政だけで溜め込むのではなく、「町のホームページで

誰でも見られるオープンデータとして公開している」点です。データを取っても､

地域の小さな事業者さんが分析できなければ意味がありません。そこで私たちが

現在進めているのは、集まったビッグデータをすべて生成AIに放り込む仕組みです｡ 

今の（一社）ばんだい振興公社専務理事はマーケティングのプロで、彼は「もう

人間が複雑な分析をする必要はない。データをAIに入れ、自分が知りたい施策の

仮説をプロンプト（指示文）として打ち込めば、一瞬で最適な答えを出してくれる｣

と言っています。地域の事業者に対しても、このAIの使い方、プロンプトの叩き方

を教える勉強会を開いています。 

行政職員の重要な仕事は、このデータをもとに、議会や地域住民に対して「なぜ

この予算が毎年必要なのか」「マーケティングを継続することで、どれだけの経済

効果が出ているか」をロジカルに説明することです。毎年、「去年も予算を使った

のになぜ今年も必要なのか」と聞かれます。しかし、3年分の継続データを見せ、

客観的な集客増と売上増の実績を提示すれば、異論は出なくなります。データを

ベースにすることで、行政の施策に対する「目利き力」も養われるのです。 

データがあれば、現場で面白い実験が次々と生まれます。例えば、道の駅のお土産

コーナーにあるショップを併設した際、お土産の売り場スペースが狭くなりました｡

そこでスタッフはデータを見て、「過去に売れた上位10種類のお土産だけを厳選

して並べる」という効率的な売り場を作ったのです。ところが、売上はガクンと

落ちてしまった。慌てて、データを見ながら元の「多種多様なお土産が並ぶ雑多な

売り場」に戻したところ、売上はV字回復しました。データから分かったのは、

「お客様は効率的に買いたいのではなく、たくさんの種類を見比べて『選ぶプロ

セス』そのものを楽しんでいる。その上で、最終的に買うものは定番の10種類

なのだ」というリアルな消費者心理でした。 

これなどは、やってみなければ分からなかった「失敗事例」です。行政はよく

「失敗は悪」と捉えがちですが、私は職員に「目的（地域経済の活性化）さえ

見失っていなければ、手段の失敗なんて何回やってもいい。むしろデータを取って

早く失敗し、早く改善しろ」と言っています。最近では、スタッフが自発的に

「6月の梅雨の時期、土砂降りの日だけ特別特典が出る雨の日イベント」といった

ユニークな企画をデータをもとに仕掛けてくるようになり、現場の空気がガラリと

変わりました。
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データのオープン化によって現場が自走し始める、素晴らしい好例ですね。辻CEO
からもお聞かせいただけますか。

辻 先ほどDMOのガバナンスの部分でお話しした「民間のニーズに基づく一本の串
（組織の一元化）」を引き継ぎ、私たちが次のステップとして進めているのが、

現場のオペレーションとマーケティングを支える「一元予約管理プラット

フォーム」の導入です、その中核的な役割を担うと期待しているのが長野県観光

機構が運営する「GO NAGANOスマートパス」です。 

この共通システムを入れる最大の目的は、小さなスキー場や、単独ではDX化への
投資が難しい宿を守り、「地域の多様性を維持する」ことにあります。データを

全県で集約し、共通スマートパスでリフト券が買えるようになると、顧客の動線が

すべてトレースできます。「このパスは先週は白馬で使われたけれど、今週は

志賀高原や野沢温泉で使われているな」というデータが蓄積されます。  

ポイントはこのシステムを長野県観光機構が事業として運用していることです。

販売手数料を県外の事業者に払うのではなく県DMOが利益として受け取ることで､
それは県全体の観光振興に再投資される仕組みになっています。長野県索道

事業者協議会と長野県観光機構が強力なタッグを組んだからこそ、誰も反対せず

に全県で一元化ができたのです。データが集まれば、各地域は「隣のスキー場と

競争する」必要がなくなります。日本のスキー場経営で最もありがちだったのは､

隣の芝生が青く見え、隣が駐車場を無料にしたらうちも下げる、隣のリフト券が

いくらだからうちも合わせる、という不毛な消耗戦でした。 

しかし、データを見れば、自社独自の強みが見えてきます。「うちは雪は少ない

けれど､晴天率が抜群に高いから、ファミリー層に特化しよう」、「うちは超上級者

のパウダーフリークだけが集まるから、リフト券をどこよりも高くして、その代わり

人数を制限して満足度を高めよう（減数増益モデル）」などです。 

実際、私が経営に携わっている斑尾高原スキー場では、1年目に「野沢温泉を

超える」と宣言してリフト料金をあえて高く設定しました。圧倒的なブランドで

ある野沢温泉が隣にあることを踏まえ、逆張りの特色を出すためです。さらに、

修学旅行の受け入れを全面的に廃止し近隣のスキー場に誘導し、顧客数を制限

して快適性を担保する戦略を取りました。これらはすべて、いたずらに他と競争

しない戦略であり、共通プラットフォームというバックボーンがあるからこそ、

個々の地域がエッジの効いた多様な生き残り方を模索できるのです。現在は、

この長野で成功した「Go NAGNOスマートパス」のシステムを、新潟などを含む

北陸信越エリア全体の広域共通システムへと拡張させています。
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「競争から多様化へ」という言葉は、今後の日本のスノーリゾートの大事なビジョン

ですね。さて、最後に環境、広く持続可能性という視点からのスノーリゾートの

拡張展開について、お話しいただければと思います。

5. 環境視点からのスノーリゾート拡張展開

辻 まず、温暖化は、この業界にとって死活問題であり、真剣な対応が進められ

なければなりません。と同時に、実際のスノーリゾートを運営している立場から

みれば、通年のリゾート経営に展開していく契機ともなります。私たちは、気象と

観光行動に関する非常に興味深いデータを持っています。「夏の気温が34度を
超えると、海の海水浴客が減少する」というデータです。あまりにも暑すぎて、

日差しの強い海辺には人がいられなくなる。では、人々はどこへ向かうのか。

彼らが求めるのは、「標高を上げた場所にある水場」です。山の上は涼しく、

そこには豊かな川や湖がある。日本は世界屈指の水資源大国です。冬に山に降り

積もった「雪」は、春になり「水」となって山を潤し、川を下って海へ行きます。

つまり、スノーリゾートの本質的なアセットは「雪」であり、それは形を変えた

「水」そのものなのです。 

冬は「標高と雪」を活かしてスキー場を運営し、グリーンシーズンは「標高と

冷涼な水」を活かして、リバーアクティビティや湖畔のライフスタイルを提案

する。この「雪から水へ」というストーリーで様々な通年化を組み立てれば、

山の価値、スノーリゾートの通年価値は圧倒的に高まります。この視点が不可欠

です。

佐藤辻CEOの「雪から水へ」というお話は、まさに磐梯町が歩んでいる道そのもの
です。磐梯町は「名水百選」にも選ばれた、世界に誇る名水の町です。雪が

降らなくなれば、冬の観光がダメになるだけでなく、春夏の農業の水も、工場の

水も、町民の飲み水もすべて失われます。自然環境を守ることは、生活と経済を

守るための絶対的な防衛線です。 

そこで磐梯町では、単に環境を守るというスローガンではなく、役所の組織改編

を行い、「ネイチャーポジティブ戦略推進係」という専門部署を新設しました。
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ここで私たちが仕掛けているのは、「環境保全をマネタイズする仕組み」です。 

行政だけで環境を守るのには財政的な限界があります。そこで、環境省の認証

制度を活用し、磐梯町の自然環境（スキー場や森林、水源地など）の保全活動に

対して、民間企業から資金（パートナーシップ投資）を募ります。その対価と

して、国（環境省）が裏付けした「ネイチャーポジティブ共生サイト」としての

環境証明書を投資企業へ発行するのです。 

企業側から見れば、地方の豊かな自然やスノーリゾートの環境を守ることに投資

することで、自社のESG投資の実績となり、強力なCSR・コーポレートブラン
ディング（企業価値向上）につながります。地方は企業のお金で環境と雪を守る

ことができ、企業はそれによって社会的信用を得る。この「民間資金による環境

保全の持続可能なループ」を、スキー場を核としたエリア全体で作り上げていき

ます。

辻 佐藤町長のお話を聞いて、私たちが今、ニセコや白馬、野沢温泉といった国際的

スノーリゾートの現場で直面している「次の課題」の答えが完全に繋がりました｡ 

現在、日本の主要なスノーリゾートには、世界中の5つ星外資系高級ホテルが
競うように進出しており、雪のブランドとしては最高峰に達しています。しかし､

海外の投資家や富裕層、外資系ホテルの経営陣と話していると、「5つ星ホテルを
建てた、その次は日本で何を提案してくれるんだ？」という問いに対して、明確な

ビジョンを持てずにいる地域が少なくありません。 

その答えこそが、佐藤町長がおっしゃったネイチャーポジティブであり、

「世界中が憧れる、豊かな水を基準とした持続可能なライフスタイルの提示」

なのです。冬の極上のパウダースノーから、春の雪解け、夏の冷涼な清流での

アクティビティ、秋の豊かな実り。この1年間のサステナブルな時間の循環その
ものを、日本の美徳に根ざした憧れのライフスタイルとしてパッケージ化して

世界へ売る。5つ星ホテルのその先にある、
この「通年型の環境先進リゾート」への進化

こそが､世界の富裕層を年間を通じて惹き

つける真のキラーコンテンツになります。

来年、磐梯町で「全国名水サミット」が開催

されるとのことですが、これはまさに、日本の

スノーリゾートが「雪と水」の価値を世界へ

発信する、最高のモメンタム（契機）になる

はずです。
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6. おわりに

最後に長﨑部長からコメントをお願いします。

長﨑 佐藤様、辻様の素晴らしいお話をお聞きし、日本のスノーリゾート、あるいは

地方観光の未来に大きな光を見た思いです。本年7月から、「国際観光旅客税」の
税率が従来の1,000円から3,000円へと引き上げられ、観光に活用できる財政財源
は大幅に拡充されます。国としてこの増大した予算をどこへ投資すべきか、先ほど

申し上げたような、単なる仲良しクラブではない、独立した民間ビジネス感覚で

地域を経営できる組織の活動にも役立てる必要性を実感しました。 

これまでの外形的な観光振興ではなく、より実効性のある施策、例えば地域を

文字通り牽引できる「稼ぐDMO」への集中的な支援をすべきです。当然、スノー
リゾートは有力な観光分野であり、予算的な支援だけでなく、規制緩和も含めた

一体的な取り組みを強化・推進することにより、今後は、通年型のマウンテン

リゾート化の推進に舵を切る必要があると考えています。  

本日お話しいただいたような、客観的なデータ（DX/AI）の基盤を持ち、民間主導の
強力な広域ガバナンスを備え、かつ地球規模の環境変化を見据えて「ネイチャー

ポジティブ」「通年型ライフスタイル提案」という高い大義（ストーリー)

を掲げて突き進む、意欲とポテンシャルのある地域・協議会に対して、国は一歩も

引かずに大胆な投資と伴走支援を行っていくべきだと感じました。 

役所が「足して2で割る」一律の横並び主義や、短期的な縦割り思考に陥ること
なく、現場の熱いプレイヤーたちの目線に立ち、自由と責任を持たせた政策

アプローチができるよう、観光庁としても頭を柔らかくして全力で取り組んで

まいります。

長﨑部長、佐藤町長、辻CEOには貴重なお話をいただきました。スノーリゾートが
日本観光分野における基幹産業へと変貌を遂げるための大きな示唆をいただいた

ように思います。本日は誠にありがとうございました。
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昭和45年まれ。兵庫県出身。 

平成5年に当時の運輸省に採用され、平成18年外務省在カナダ日本国大使館
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